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資料 No.1 

【計画書案について】 

本計画中に掲載している推計値等は全て現時点のものであり、介護報酬

改定等を踏まえ最終的な推計値を算出・設定します。 

今後の国の動向（年末に通知予定）により内容を変更することがありま

す。 
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第５章 介護サービスの見込みと保険料について

は、介護報酬改定等を踏まえ最終的な推計値を算

出・設定します。今後の国の動向により内容を変更

することがあります。 





第５章 介護サービスの見込みと保険料 

89 

第５章 介護サービスの見込みと保険料 

１ サービス別見込量 

（１）居宅サービス 

①訪問介護 

居宅にホームヘルパーが訪問し、入浴、排泄、食事等の身体介護や調理、洗濯、掃除

等の生活援助を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

訪問介護（回/月） 50,974 57,352 60,089 64,253 66,475 70,474 

訪問介護（人/月） 1,864 2,008 2,086 2,265 2,335 2,467 

 
 

②訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

居宅へ訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行い、身体の清潔の保持、心身の維持等

を図ります。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

訪問入浴介護（回/月） 689 707 717 812 838 891 

訪問入浴介護（人/月） 152 159 163 184 190 202 

介護予防訪問入浴介護（回/月） 14 14 14 14 14 14 

介護予防訪問入浴介護（人/月） 3 3 3 3 3 3 

 
 

③訪問看護・介護予防訪問看護 

病状が安定期にあり訪問看護が必要と主治医が認めた要介護者等の居宅へ看護師等が

訪問し、療養上の支援や必要な診療の補助を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

訪問看護（回/月） 19,392 20,342 21,294 23,386 24,128 25,549 

訪問看護（人/月） 1,616 1,698 1,760 1,922 1,983 2,098 

介護予防訪問看護（回/月） 2,974 3,204 3,242 3,505 3,517 3,619 

介護予防訪問看護（人/月） 317 330 334 361 362 372 
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④訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

理学療法士や作業療法士等が、要介護者等の居宅へ訪問し、理学療法、作業療法、そ

の他必要なリハビリテーションを行うことにより、心身機能の維持回復を図ります。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

訪問リハビリテーション（回/月） 2,581 2,670 2,778 3,075 3,182 3,340 

訪問リハビリテーション（人/月） 198 206 213 236 244 256 

介護予防訪問リハビリテーション

（回/月） 
870 891 905 982 982 1,011 

介護予防訪問リハビリテーション

（人/月） 
68 70 71 77 77 79 

 
 

⑤居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師等が通院困難な要介護者等の居宅へ訪問し、療養上の管理指

導を行うサービスで、訪問診療、訪問口腔衛生指導、訪問薬剤管理指導などを行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

居宅療養管理指導（人/月） 2,063 2,180 2,238 2,433 2,518 2,665 

介護予防居宅療養管理指導 

（人/月） 
166 169 171 185 186 189 

 
 

⑥通所介護 (デイサービス) 

日帰りで介護施設に通う要介護者等に対し、入浴、排泄、食事等の介護その他の日常

生活の支援や機能訓練等を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

通所介護（回/月） 30,676 30,998 31,440 34,632 35,712 37,690 

通所介護（人/月） 2,967 3,060 3,133 3,450 3,555 3,750 
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⑦通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

日帰りで介護老人保健施設、病院等に通う要介護者等に対し、理学療法、作業療法等

の必要なリハビリテーションを行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

通所リハビリテーション（回/月） 6,331 6,744 7,076 7,797 8,050 8,500 

通所リハビリテーション（人/月） 770 805 828 913 942 994 

介護予防通所リハビリテーション

（人/月） 
416 423 428 464 465 476 

 
 

⑧短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

要介護者等の心身の状況やその家族の疾病等を把握する中で、家族の身体的・精神的

負担を軽減するため、特別養護老人ホーム等に短期間入所する要介護者等に対し、入浴、

排泄、食事等の介護その他の日常生活の支援、機能訓練を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

短期入所生活介護（日/月） 8,522 8,709 8,873 9,812 10,174 10,784 

短期入所生活介護（人/月） 758 783 807 890 922 976 

介護予防短期入所生活介護（日/月） 194 194 194 212 212 221 

介護予防短期入所生活介護（人/月） 25 25 25 27 27 28 

 
 

⑨短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

要介護者等の心身の状況やその家族の疾病等を把握する中で、家族の身体的・精神的

負担を軽減するため、介護老人保健施設、介護医療院等に短期間入所する要介護者等に

対し、看護、医学的管理下における介護、機能訓練その他必要な医療及び日常生活の支

援を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

短期入所療養介護（日/月） 450 469 484 524 545 584 

短期入所療養介護（人/月） 56 58 59 65 67 72 

介護予防短期入所療養介護（日/月） 7 7 7 7 7 7 

介護予防短期入所療養介護（人/月） 3 3 3 3 3 3 
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⑩福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

在宅の要介護者等が、在宅でできる限り能力に応じ自立した生活を営めるよう福祉用

具(車いす、特殊寝台等)の貸与を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

福祉用具貸与（人/月） 4,219 4,409 4,523 5,004 5,166 5,461 

介護予防福祉用具貸与（人/月） 1,481 1,555 1,613 1,746 1,746 1,794 

 
 

⑪特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具購入 

在宅の要介護者等が、貸与に馴染まない特殊な福祉用具(腰掛け便座、入浴補助用具、

特殊尿器等)を購入したときに、購入費用を補助します。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

特定福祉用具購入（人/月） 78 82  84  93  97  102  

特定介護予防福祉用具購入（人/月） 32 32 33 36 36 37 

 
 

⑫住宅改修・介護予防住宅改修 

在宅の要介護者等が、居住する住宅について、手すりの取り付け、段差解消等の一定

の住宅改修を行ったときに、改修費用を補助します。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

住宅改修（人/月） 66 68 69 76 80 83 

介護予防住宅改修（人/月） 42 43 44 47 47 49 

 
 

⑬居宅介護支援・介護予防支援 

介護支援専門員が在宅で介護を受ける方の心身の状況、希望等を踏まえ、居宅（介護

予防）サービス計画(ケアプラン)を作成するとともに、これらが確実に提供されるよう

介護サービス事業所との連絡調整などを行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

居宅介護支援（人/月） 6,475 6,739 6,973 7,651 7,888 8,323 

介護予防支援（人/月） 1,853 1,937 1,983 2,145 2,145 2,204 
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（２）地域密着型サービス 

地域密着型サービスについて、国の指針においては都道府県と連携を図りつつ、広域利用

に関する事前同意等の調整を行うことが重要とされていることから、これを踏まえてサービ

ス量を見込みます。 

 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中･夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的に又は密接に連携しながら、定期

巡回と随時の対応を行うサービスです。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護（人/月） 
1 1  1  1  1  1  

 

②夜間対応型訪問介護 

夜間において、①定期的な巡回による訪問介護サービス、②利用者の求めに応じた随

時の訪問介護サービス、③利用者の通報に応じて調整・対応するサービスを行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

夜間対応型訪問介護（人/月） 0  0  0  0  0  0  
 
 

③地域密着型通所介護 

要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、そ

の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向

上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会

的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的な介護

負担の軽減を図ることを目的に提供されるサービスです。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

地域密着型通所介護（回/月） 7,764 7,907 8,099 8,922 9,183 9,668 

地域密着型通所介護（人/月） 953  994 1,034 1,138 1,171 1,233 
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④認知症対応型通所介護 

デイサービスセンターにおいて、通所してきた認知症の利用者に対して、入浴、排

泄、食事等の介護や生活等に関する相談、健康状態の確認、機能訓練（リハビリテーシ

ョン）等を行うサービスです。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

認知症対応型通所介護（回/月） 1,977 2,091 2,124 2,327 2,410 2,535 

認知症対応型通所介護（人/月） 187 198 202 221 229 241 

介護予防 

認知症対応型通所介護（回/月） 
13 13 13 13 13 13 

介護予防 

認知症対応型通所介護（人/月） 
2 2 2 2 2 2 

 
 

⑤小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

利用者が可能な限り居宅での生活を継続できるよう支援することを目的とし、「通

い」を中心として、利用者の様態や希望に応じ、「泊まり」や「訪問」を組みあわせて

サービスを提供します。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

小規模多機能型居宅介護 

（人/月） 
130 134 140 154 160 169 

介護予防小規模多機能型居宅介護

（人/月） 
22 22 22 24 24 25 

 
 
 

⑥看護小規模多機能型居宅介護 

退院後の在宅生活への移行や、看取り期の支援、家族に対するレスパイト等への対応

等、利用者や家族の状態やニーズに応じ、主治医との密接な連携の元、医療行為も含め

た「通い」、「泊まり」、「訪問介護」、「訪問看護」を組みあわせてサービスを提供

します。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

看護小規模多機能型居宅介護 

（人/月） 
5 5 5 6 6 6 
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（３）施設・居住系サービス 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

要介護状態の入所者に対し、入浴、排泄、食事等の介護等その他の日常生活の支援、

機能訓練、健康管理及び療養上の支援などを行います。 

なお、見込み量については、特例入所者数の見込みも踏まえて定めます。特例入所の

運営については、地域における実情等を踏まえ、必要と考えられる事情等を考慮した適

切な運営を図ります。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

介護老人福祉施設（人/月） 1,363 1,426 1,430 1,571 1,632 1,732 

 
 

②介護老人保健施設 

病状が安定期にある要介護状態の入所者に対し、看護、医学的管理下における介護

及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活の支援を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

介護老人保健施設（人/月） 837 845 853 925 960 1,018 

 
 

③介護医療院 

長期的な医療と介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象とし、長期療養生活を送れるよ

うに生活施設としての「住まい機能の強化」と「日常的な医学管理」、「看取りやター

ミナルケア」等の機能とを兼ね備えた施設です。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

介護医療院（人/月） 32 32 32 39 41 43 
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④認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

認知症高齢者（要支援２・要介護者）に対し、共同生活を営む住居において、入浴、

排泄、食事等の介護等その他の日常生活の支援や機能訓練を行い、能力に応じ自立した

日常生活を送れるようにします。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

認知症対応型共同生活介護（人/月） 450 472  485  494 494 505  
介護予防認知症対応型 

共同生活介護（人/月） 
1 1 1  1  1  1  

 
 

⑤特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

介護付き有料老人ホーム等に入所している要介護者に対して、入浴、排泄、食事等の

介護その他の日常生活や機能訓練、療養上の支援を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

特定施設入居者生活介護（人/月） 468 538 574 625 642 671 

介護予防特定施設入居者生活介護

（人/月） 
62 68 72 72 72 74 

 
 

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 

介護保険の指定を受けた入居定員が 29 人以下の介護付き有料老人ホーム、養護老人

ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などが、入居している利用者に

対して入浴・排泄・食事等の介護、その他必要な日常生活上の支援を行うサービスです。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

地域密着型 

特定施設入居者生活介護（人/月） 
49 49 49  53  57  59  
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⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員が 29人以下の特別養護老人ホームに入所している利用者に対して、入浴・排泄・

食事等の介護といった日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護（人/月） 
203  203  218  226  235  249  

 

 

 

（４）介護予防・日常生活支援総合事業 

①訪問型サービス 

要支援者等に対し、居宅で掃除・洗濯等の日常生活上の支援を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

介護予防訪問介護 

相当サービス（人/年） 
7,260 7,725 8,233 5,914 5,788 5,740 

訪問型サービスＡ（人/年） 42 45 47 35 34 34 
 
 

②通所型サービス 

要支援者等に対し、生活機能向上のための機能訓練等を行います。 

 

 計画値 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

介護予防通所介護 

相当サービス（人/年） 
16,106 17,137 18,263 13,070 12,791 12,685 

通所型サービスＡ（人/年） 427 454 484 400 391 388 
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２ 介護保険料の設定 

（１）介護保険料設定の考え方 

第１号被保険者の介護保険料は、令和６年度（2024年度）から令和８年度（2026年度）

の本計画期間中の介護サービスに要する費用等から設定します。 

 

 

■推計の流れ（国が提供する地域包括ケア「見える化」システムを利用した推計） 

 

  

①実績及び推計
（総人口と被保険者数等）

②施策の反映
（認定者数）

③施策の反映
（施設・居住系サービス利用者数）

④施策の反映
（在宅サービス利用者数）

⑤地域支援事業の見込量推計

⑥保険料の設定

第９期保険料

★広域連合による推計

★実績と自然体推計を基礎として、施策による影響予測を

行い反映させる。

★今後の施設・居住系サービスの動向や地域密着型サービ

スの整備計画の検討内容を反映させる。

★今後の在宅サービスの動向や地域密着型サービスの整備

計画の検討内容を反映させる。

★地域支援事業について今後強化していく内容等を検討し、

反映させる。

★介護給付費等準備基金積立金からの充当額について検討

し、反映させる。

（参考）第８期保険料：5,533円（月額）

図表 5-1 
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（２）介護サービスに要する費用の見込み 

利用人数や利用回数の見込み量等から算出した、今後３年間の介護（予防）サービスの

給付費の見込額は次のとおりです。 

【介護給付費の見込み】           （千円） 

 令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

居宅サービス       

 

訪問介護 1,920,124 2,165,471 2,267,449 2,429,044  2,512,056  2,662,362  

訪問入浴介護 106,401 109,544 111,200 125,882  129,953  138,133  

訪問看護 1,050,965 1,106,251 1,158,033 1,271,468  1,311,848  1,389,154  

訪問リハビリテーション 95,439 99,156 103,252 114,221 118,214  124,078  

居宅療養管理指導 336,353 356,961 366,805 397,956  412,053  436,271  

通所介護 3,173,468 3,226,130 3,270,950 3,599,852 3,715,800  3,924,526  

通所リハビリテーション 606,251 649,273 680,343 749,584  775,382  819,277  

短期入所生活介護 966,251 989,790 1,008,432 1,116,630  1,157,924  1,227,602  

短期入所療養介護 60,816 63,655 65,757 71,109  74,021  79,287  

福祉用具貸与 745,615 784,447 805,232 892,509  923,097  977,430  

特定福祉用具購入 32,714 34,473 35,344 39,118  40,796  42,880  

住宅改修 74,509 76,731 78,009 85,740  90,318  93,644  

特定施設入居者生活介護 1,242,719 1,436,418 1,532,845 1,673,790  1,719,068  1,796,547  

地域密着型サービス       

 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 4,496 4,514 4,514 4,514  4,514  4,514  

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0  0  0  

地域密着型通所介護 726,360 740,334 756,119 834,274  859,984  906,031  

認知症対応型通所介護 287,522 305,669 310,255 339,409  351,852  370,311 

小規模多機能型居宅介護 350,660 364,371 381,244 420,052  437,128  462,519  

認知症対応型共同生活介護 1,500,181 1,579,620 1,623,057 1,653,083  1,653,083  1,690,449  

地域密着型特定施設入居者 
生活介護 

125,387 125,887 125,887 136,695  146,903  151,947  

地域密着型介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

748,051 751,031 806,926 840,149  873,439  925,039  

看護小規模多機能型居宅介護 19,752 19,830 19,830 23,917  23,917  23,917 

施設サービス       

 

介護老人福祉施設 4,671,414 4,907,686 4,921,563 5,398,792  5,608,776  5,953,276  

介護老人保健施設 2,980,669 3,020,789 3,049,034 3,314,518  3,441,314  3,650,550  

介護医療院 146,571 147,155 147,155 179,991 188,826 197,159 

居宅介護支援 1,287,798 1,347,576 1,393,766 1,528,181 1,576,755  1,664,726  

介護給付費計（Ⅰ） 23,260,486  24,412,762  25,023,001 27,240,478  28,147,021  29,711,629  

※表中の金額は千円単位としているため、各項目の合計金額が合わない場合があります。 
（次頁以降も同様）  
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【予防給付費の見込み】           （千円） 

 令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

介護予防サービス       

 

介護予防訪問入浴介護 1,405 1,411 1,411 1,411  1,411 1,411  

介護予防訪問看護 131,302 141,990 143,687 155,340  155,905  160,431  

介護予防 
訪問リハビリテーション 

30,640 31,471 31,976 34,709 34,709  35,720  

介護予防居宅療養管理指導 20,153 20,599 20,842 22,548 22,670  23,038  

介護予防 
通所リハビリテーション 

183,696 187,323 189,425 205,362  206,114  211,778  

介護予防短期入所生活介護 16,255 16,320 16,320 17,813  17,813  18,559  

介護予防短期入所療養介護 920 923 923 923  923  923  

介護予防福祉用具貸与 116,928 122,751 127,303 137,805 137,922  141,834  

特定介護予防福祉用具購入 10,803 10,803 11,143 12,154  12,154  12,494  

介護予防住宅改修 48,703 49,832 51,052 54,530  54,441  56,790  

介護予防特定施設入居者 
生活介護 

61,592 67,873 71,897 71,897  71,897  74,443  

地域密着型介護予防サービス       

 

介護予防 
認知症対応型通所介護 

1,597 1,603 1,603 1,603  1,603  1,603  

介護予防 
小規模多機能型居宅介護 

20,307 20,388 20,388 22,157  22,157 23,274  

介護予防 
認知症対応型共同生活介護 

2,978 2,990 2,990 2,990 2,990 2,990 

介護予防支援 110,249  115,664 118,411 128,085  128,087  131,612  

予防給付費計（Ⅱ） 757,528  791,941  809,371  869,327  870,796  896,900  

       

総給付費（Ⅰ+Ⅱ） 24,018,014  25,204,703  25,832,372  28,109,805  29,017,817 30,608,529 
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（３）標準給付費、地域支援事業費等の見込み 

総給付費に、特定入所者介護（予防）サービス費、高額介護（予防）サービス費、高額医

療合算介護（予防）サービス費、審査支払手数料を加えた標準給付費見込額は、次のとおり

です。 

 

【標準給付費見込額】    （千円） 

項      目 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

３年間 
の計 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

総給付費 24,018,014  25,204,703  25,832,372  75,055,089  28,109,805  29,017,817 30,608,529 

特定入所者介護 
（予防）サービス費 

408,346 420,597 433,215 1,262,158 598,927 612,436 641,750 

高額介護（予防） 
サービス費 

557,854 598,578 642,274 1,798,706 682,737 724,384 767,123 

高額医療合算介護 
（予防）サービス費 

111,316 120,777 131,043 363,136 142,182 154,125 166,918 

審査支払手数料 14,023 14,710 15,430 44,163 18,685 23,734 30,147 

合計 25,109,553 26,359,365 27,054,334 78,523,252 29,552,336 30,532,496 32,214,467 

 

 

 

地域支援事業費及び保健福祉事業費の見込額については次のとおりです。 

 

【地域支援事業費見込額】   （千円） 

項      目 
令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

３年間 
の計 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

介護予防・日常生活支援
総合事業費  ア 

811,320 873,551 930,949 2,615,820  692,629 670,852 658,196 

包括的支援事業（地域包
括支援センターの運営） 
・任意事業費 イ 

369,432 369,432 369,432 1,108,296  369,432 369,432 369,432 

包括的支援事業（社会保
障充実分） ウ 

257,578 257,578 257,578 772,734  257,578 257,578 257,578 

地域支援事業費見込額 
ア＋イ＋ウ 

1,438,330 1,500,561 1,557,959 4,496,850  1,319,639 1,297,862 1,285,206 
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【介護予防・日常生活支援総合事業費の見込額】        （千円） 

区     分 
事業費 

３年間 
の計 

事業費 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

（１）介護予防・生活 

支援サービス事業 
712,202 764,175 814,391 2,290,768 584,079 569,210 561,092 

 

訪問型サービス 

（現行相当・サービス A分） 
130,870 139,018 148,153 418,041 106,606 104,481 103,430 

通所型サービス 

（現行相当・サービス A分） 
500,289 536,972 572,256 1,609,517 403,668 395,621 391,641 

訪問型・通所型サービ

ス（関係市町事業分） 
20,795 22,943 24,451 68,189 22,705 21,260 20,310 

高額介護予防サービス

費相当 
2,022 1,817 1,937 5,776 1,804 1,689 1,613 

高額医療介護予防 

サービス費相当 
5,911 855 912 7,678 849 795 760 

介護予防 

ケアマネジメント 
52,315 62,570 66,682 181,567 48,447 45,364 43,338 

（２）一般介護予防事業 97,835 108,032 115,125 320,992 107,215 100,392 95,910 

（３）審査支払手数料 1,283 1,344 1,433 4,060 1,335 1,250 1,194 

介護予防・日常生活支援

総合事業費計  ア 
811,320 873,551 930,949 2,615,820 692,629 670,852 658,196 

 

【介護予防・日常生活支援総合事業費以外の見込額】        （千円） 

区     分 
事業費 

３年間 
の計 

事業費 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

包括的支援事業(地域包

括支援センターの運営) 
366,800  366,800  366,800  1,100,400  366,800  366,800  366,800  

任意事業 2,632  2,632  2,632  7,896  2,632  2,632  2,632  

包括的支援事業（地域包

括支援センターの運営） 

・任意事業費 イ 

369,432 369,432 369,432  1,108,296  369,432 369,432 369,432 

 

区     分 
事業費 

３年間 
の計 

事業費 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

在宅医療・介護連携推進

事業 
16,102  16,102  16,102  48,306  16,102  16,102  16,102  

生活支援体制整備事業 132,000  132,000  132,000  396,000  132,000  132,000  132,000  

認知症初期集中支援推

進事業 
41,064  41,064  41,064  123,192  41,064  41,064  41,064  

認知症地域支援・ケア向

上事業 
45,208  45,208  45,208  135,624  45,208  45,208  45,208  

認知症サポーター活動

促進・地域づくり推進事

業 

18,116  18,116  18,116  54,348  18,116  18,116  18,116  

地域ケア会議推進事業 5,088  5,088  5,088  15,264  5,088  5,088  5,088  

包括的支援事業（社会保

障充実分） ウ 
257,578 257,578 257,578 772,734 257,578 257,578 257,578 
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（４）費用負担の概要 

介護保険制度においては、介護保険事業に係る費用のうち、利用者負担を除いた費用

の財源割合が介護保険法によって定められており、原則として 50.0％を被保険者の保険

料、50.0％を公費とされています。また、被保険者の保険料のうち、本計画期間は原則と

して 23．0％を第１号被保険者、27.0％を第２号被保険者が賄うことになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調整

交付金

5.0％
国

20.0％

県

12.5％

市町

12.5％

支払基金

交付金

（第２号）

27.0％

保険料

（第１号）

23.0％

【介護給付費（居宅給付分）】

保険料
50％ 

公費 
50％ 

調整

交付金

5.0％
国

15.0％

県

17.5％

市町

12.5％

支払基金

交付金

（第２号）

27.0％

保険料

（第１号）

23.0％

【介護給付費（施設分）】

保険料
50％ 

公費 
50％ 

国

38.50％

県

19.25％

市町

19.25％

保険料

（第１号）

23.00％

【地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）】

保険料
23.0％ 

公費 
77.0％ 

調整交付金 5.0% 

国

20.0%

県

12.5%

市町

12.5%

支払基金

交付金

（第２号）

27.0%

保険料

（第１号）

23.0%

【地域支援事業（総合事業）】

保険料

50％ 

公費 

50％ 
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（５）所得段階別保険料率の設定 

広域連合では本計画における所得段階を見直し、13段階から 15段階へと多段階化する

とともに、保険料率の見直しを行いました。 

また、第 1 段階から第３段階については、公費負担による負担軽減制度を実施し、低

所得者の負担軽減を図っていますが、第１段階と第２段階は公費負担を拡大し、第３段

階は保険料率を下げることにより、低所得者の保険料上昇を抑制しました。 

なお、保険料の自主納付の方法として、コンビニ納付、口座振替に加え、スマートフォ

ン決済に対応することで、被保険者の納付の利便性向上や収納率向上を図ります。 

 

 

【公費投入による保険料の軽減】 

所得段階 軽減前の保険料率  公費負担の保険料率  軽減後の保険料率 

第１段階 0.445 ― 0.170 → 0.275 

第２段階 0.650 ― 0.170 → 0.480 

第３段階 0.690 ― 0.005 → 0.685 

※公費は、国が２分の１、県が４分の１、広域連合が４分の１の割合で負担しています。 
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【前計画との比較】 

令和３～５年度                令和６～８年度 

保険料基準額：5,533 円  保険料基準額：6,413 円 

       

段階 対象者 
保険 

料率 
 段階 対象者 

保険 

料率 

第１段階 

生活保護受給者又は中国残留邦人等支援

給付受給者 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

老齢福祉年金を受給している人 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

前年の課税年金収入とその他の合計所得

金額の合計が 80 万円以下の人 

0.3 

(0.45) 

 

 第１段階 

生活保護受給者又は中国残留邦人等支援

給付受給者 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

老齢福祉年金を受給している人 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

前年の課税年金収入とその他の合計所得

金額の合計が 80 万円以下の人 

0.275 

(0.445) 

第２段階 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

前年の課税年金収入とその他の合計所得

金額の合計が 80万円を超え 120万円以下

の人 

0.5 

(0.65) 
 第２段階 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

前年の課税年金収入とその他の合計所得

金額の合計が 80 万円を超え 120 万円以下

の人 

0.48 

(0.65) 

第３段階 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

前年の課税年金収入とその他の合計所得

金額の合計が 120 万円を超える人 

0.7 

(0.75) 
 第３段階 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、

前年の課税年金収入とその他の合計所得

金額の合計が 120 万円を超える人 

0.685  

(0.69) 

第４段階 

世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市

町村民税非課税者で、前年の課税年金収入

とその他の合計所得金額の合計が 80万円

以下の人 

0.90  第４段階 

世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市

町村民税非課税者で、前年の課税年金収入

とその他の合計所得金額の合計が 80 万円

以下の人 

0.9 

第５段階 

（基準額） 

世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市

町村民税非課税者で、前年の課税年金収入

とその他の合計所得金額の合計が 80万円

を超える人 

1.00  
第５段階 

（基準額） 

世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市

町村民税非課税者で、前年の課税年金収入

とその他の合計所得金額の合計が 80 万円

を超える人 

1.0 

第６段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 120 万円未満の人 
1.20  第６段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 120 万円未満の人 
1.2 

第７段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 120 万円以上 210 万円未満の人 
1.30  第７段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 120 万円以上 210 万円未満の人 
1.3 

第８段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 210 万円以上 320 万円未満の人 
1.50  第８段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 210 万円以上 320 万円未満の人 
1.5 

第９段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 320 万円以上 400 万円未満の人 
1.70  第９段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 320 万円以上 410 万円未満の人 
1.7 

第 10 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 400 万円以上 600 万円未満の人 
1.80  第 10 段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 410 万円以上 500 万円未満の人 
1.9 

第 11 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 600 万円以上 800 万円未満の人 
1.90 

 

第 11 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 500 万円以上 590 万円未満の人 
2.1 

第 12 段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 800 万円以上 1,000 万円未満の

人 

1.95 第 12 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 590 万円以上 680 万円未満の人 
2.3 

第 13 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 1,000 万円以上の人 
2.00  第 13 段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 680 万円以上 800 万円未満の人 
2.4 

    第 14 段階 

本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 800 万円以上 1,000 万円未満の

人 

2.5 

    第 15 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所

得金額が 1,000 万円以上の人 
2.6 

注１）「合計所得金額」とは、地方税法上の「合計所得金額」（収入金額から必要経費に相当する金額を控除した

金額）のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。なお、土地等の売却等に係る

特別控除額がある場合は、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除します。 

注２）「その他の合計所得金額」は、注 1）の合計所得金額から課税年金の所得金額を控除した金額です。 
注３）保険料率の括弧書き()は、公費負担による負担軽減前の保険料率です。 

注４）下線部は、前計画からの変更箇所です。 
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（６）第１号被保険者の所得段階別見込み 

第１号被保険者の所得段階別見込みは、次のとおりです。 

所得段階別加入割合補正後被保険者数は、所得段階別被保険者数に保険料率を乗じた

人数の合計で計算しています。 

 

所得段階 保険料率 

所得段階別被保険者数（見込み）（人） 

合計（人） 割合 令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

令和８ 

年度 

第１段階 
0.275 

(0.445) 
9,117  9,107  9,099  27,323  11.0％ 

第２段階 
0.48 

(0.65) 
5,857  5,851  5,846  17,554  7.1％ 

第３段階 
0.685 

(0.69) 
4,801  4,796  4,792  14,389  5.8％ 

第４段階 0.90 10,606  10,595  10,586  31,787  12.8％ 

第５段階 1.00 13,110  13,096  13,084  39,290  15.8％ 

第６段階 1.20 13,075  13,061  13,049  39,185  15.8％ 

第７段階 1.30 13,765  13,751  13,738  41,254  16.6％ 

第８段階 1.50 6,367  6,360  6,355  19,082  7.7％ 

第９段階 1.70 2,208  2,206  2,204  6,618  2.7％ 

第 10 段階 1.90 1,138  1,137  1,136  3,411  1.4％ 

第 11 段階 2.10 643  642  641  1,926  0.8％ 

第 12 段階 2.30 422  422  421  1,265  0.5％ 

第 13 段階 2.40 333  332  332  997  0.4％ 

第 14 段階 2.50 359  359  359  1,077  0.4％ 

第 15 段階 2.60 984  983  980  2,947  1.2％ 

総合計 82,785 82,698 82,622 248,105  

※補正後 89,459 89,365 89,279 268,104  

※補正後：保険料算出時に使用する「所得段階別加入割合補正後被保険者数」 

注１）保険料率の括弧書き()は、公費負担による負担軽減前の保険料率です。 
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（７）保険料基準額の算出 

介護保険事業は、広域連合が保険者となり、事業を運営します。 

第１号被保険者の保険料については、介護サービス量等の見込みに応じてそれぞれの

保険者で決定します。なお、介護保険制度では、３年を１期として介護保険事業計画を策

定し、保険料についても、原則として３年間同額とされています。 

介護給付費等の推計を基に算定した保険料基準額（月額）は、次のとおりです。 

（千円） 

項 目 金 額 

標準給付費 ＋ 地域支援事業費計（Ａ） 83,020,102 

第１号被保険者負担分相当額（Ｂ）＝（Ａ）×23.0％ 19,094,623 

調整交付金注１相当額（Ｃ） 4,056,954  

調整交付金見込額（Ｄ） 1,727,354  

介護給付費準備基金取崩額（Ｅ） 900,000 

市町村特別給付費注２（Ｆ） 4,316 

保険料収納必要額 

（Ｇ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）－（Ｄ）－（Ｅ）＋（Ｆ） 
20,528,539 

 

項 目 割 合 

予定保険料収納率（Ｈ） 99.50％ 

 

項 目 人 数 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（Ｉ） 268,104 人 

 

項 目 金 額 

第１号被保険者の保険料基準額（月額） 

（Ｊ）≒（Ｇ）÷（Ｈ）÷（Ｉ）÷12 
6,413 円 

※注１ 調整交付金…保険給付（令和６年度（2024 年度）～令和８年度（2026 年度）までの期間につい

ては、介護予防・日常生活支援総合事業に係る費用も含みます。）の国庫負担のうち５％とされ

ていますが、各市町村の後期高齢者の割合や第１号被保険者の所得状況の分布などを全国平均

と比較して算出されます。広域連合では例年５％未満の交付率となっており、差引負担分は第

１号被保険者の保険料収納必要額に上乗せされます。 

※注２ 市町村特別給付費…広域連合が独自に実施している利用者負担金の減免制度に該当する給付費

用です。 

  

介護報酬改定等を踏まえ最終的な推計値を算出・設定します。今後の動向により内容を

変更することがあります。 
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（８）所得段階別保険料 

第１号被保険者の所得段階別保険料は、次のとおりです。 

 

（円） 

所得段階 対象者 保険料率 月額 年額 

第１段階 

生活保護受給者又は中国残留邦人等支援給付受給者 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、老齢福祉年金

を受給している人 

世帯全員が市町村民税非課税者であって、前年の課税年

金収入とその他の合計所得金額の合計が 80 万円以下の人 

0.275 

(0.445) 

1,763 

（2,853） 

21,100 

（34,200） 

第２段階 
世帯全員が市町村民税非課税者であって、前年の課税年

金収入とその他の合計所得金額の合計が 80 万円を超え

120 万円以下の人 

0.48 

(0.65) 

3,078 

（4,168） 

36,900 

（50,000） 

第３段階 
世帯全員が市町村民税非課税者であって、前年の課税年

金収入とその他の合計所得金額の合計が 120 万円を超え

る人 

0.685 

(0.69) 

4,392 

（4,424） 

52,700 

（53,000） 

第４段階 
世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市町村民税非課

税者で、前年の課税年金収入とその他の合計所得金額の

合計が 80 万円以下の人 
0.90 5,771 69,200 

第５段階 
世帯に市町村民税課税者がいて、本人が市町村民税非課

税者で、前年の課税年金収入とその他の合計所得金額の

合計が 80 万円を超える人 
1.00 6,413 76,900 

第６段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 120

万円未満の人 
1.20 7,695 92,300 

第７段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 120

万円以上 210 万円未満の人 
1.30 8,336 100,000 

第８段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 210

万円以上 320 万円未満の人 
1.50 9,619 115,400 

第９段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 320

万円以上 410 万円未満の人 
1.70 10,902 130,800 

第 10 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 410

万円以上 500 万円未満の人 
1.90 12,184 146,200 

第 11 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 500

万円以上 590 万円未満の人 
2.10 13,467 161,600 

第 12 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 590

万円以上 680 万円未満の人 
2.30 14,749 176,900 

第 13 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 680

万円以上 800 万円未満の人 
2.40 15,391 184,600 

第 14 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が 800

万円以上 1,000 万円未満の人 
2.50 16,032 192,300 

第 15 段階 
本人が市町村民税課税者で、前年の合計所得金額が

1,000 万円以上の人 
2.60 16,673 200,000 

※月額は小数点以下切り捨て、年額は 100 円未満切り捨て 

注１）「合計所得金額」とは、地方税法上の「合計所得金額」（収入金額から必要経費に相当する金額を控除し

た金額）のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。なお、土地等の売却等に

係る特別控除額がある場合は、長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特別控除額を控除します。 

注２）「その他の合計所得金額」は、注 1）の合計所得金額から課税年金の所得金額を控除した金額です。 

注３）保険料率、月額、年額の括弧書き()は、公費負担による負担軽減前の保険料率、保険料額です。 

 

 

 

介護報酬改定等を踏まえ最終的な推計値を算出・設定します。今後の動向により内容を

変更することがあります。 
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